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全体要約
12月の役員定例会では、青年部会の立ち上げ状況共有と上田市での災害ごみ受け入れ体制の整備が主要議題となった。前島青年部長は青年部が隔月でリモート会議を行い、防災支援協会と連携して災害ごみの受け入れ・処理の体制を青年部で構築したいと提案した。出席者からは、従来は自治センターや地元業者任せの場当たり的な処理が多く、行政との窓口やプロセスが不明瞭だったため、防災支援協会を窓口にして処理のフローチャートや企画書を事前に作成するべきだという意見が多数出た。宮原局長は、最終処分まで含めた具体的な工程表と見積もり・予算計画を青年部で作成し、災害時に円滑に動ける体制にすることを強調した。石塚会長・倉島委員長らは災害協定の文面見直しが必要で、上下水道や解体業者の役割分担を明確にした上で確認事項として整理する方針を示した。除雪人材育成については、青年部が主体となって実技研修を開催する案が了承され、会場候補（市民の森、菅平、サニアパーク等）、時期（2月末〜3月初）、定員（概ね12〜16名）、機材手配や車両借用の目途をつけることで進めることになった。16トン級重機の名義変更・保管・バケット調達や、除雪機械の保険適用範囲・負担については現状確認と保険会社（プロシード等）への照会を行うことが決まった。上田市防災支援協会の運営面では、道路維持業務を受託する可能性を踏まえ専用口座や支部名の統一、支部・本部の役割分担を整理する案が出た。年末年始の稼働報告提出期限や生産報告の扱い（通常は1月5日まで提出、現場写真や時間記録の徹底）について確認があり、支部ごとの取りまとめ体制を整えることになった。稼働費・管理費の配分では、行政提示の単価（80%基準）を協会向けに67%に戻す計算方法や、実際の防災支援の取り分が想定より小さい点が指摘され、来季以降の配分や管理費確保の必要性を検討する課題が残った。除雪機材の修理見積や車両保険の扱い、貸出時の保険適用の可否は中村事務局が関係先と調整して報告することになった。上下水道や下水道に関わる大規模施策（空洞調査・PPP）の準備については、宮原局長が年度内に関係者リストアップと委員会設置の工程（1月〜4月での準備と発足）を示し、各支部から委員推薦を今月中に提出するよう要請した。業務の電子化・デジタル化については来年3月に説明会を実施する予定で、スマホ対応の業務システム導入を進める意向が示された。年明け以降、今回の提案項目（災害ごみ対応フローチャート、保険と車両管理、除雪研修運営、協定文の見直し、PPP準備、稼働費配分）は各担当で具体化し、次回役員会で工程表と進捗を報告することで合意した。以上を踏まえ、青年部と防災支援協会の連携強化、行政との事前協議による処理ルールの明確化、機材と保険の整備、並びに給与・稼働報告と資金配分の制度化を優先課題として進めることが確認された。
TODO/決定事項
決定事項
青年部と防災支援協会の災害ごみ対応
青年部が上田市で発生する災害ごみの受け入れ・処理体制を防災支援協会と連携して整備する方向で進めることにした
災害発生時の廃棄物処理フローチャートと最終処分を含む企画書を青年部（若手）で作成し、防災支援協会と行政へ提出することにした
災害協定の文言を追加的な「確認事項」として見直し、廃棄物処理の扱いを明確にすることにした
除雪実技研修の開催
除雪実技研修を青年部が主体となって受講生募集・運営し、実施時期を2月末から3月初の間で調整することにした
研修会場候補を市民の森第一・第二駐車場および必要に応じて第三駐車場とし、市民の森で進める方向で関係者の承諾を得た
受講定員を最大16名（昨年は12名＋市職員2名）とし、半日講習で開催することにした
防災支援協会所有の除雪機等の取り扱い
菅平にある16t重機は名義変更・譲渡の方向で調整を進めることにした（5年経過による制限を確認する）
防災支援協会所有の車両・機械について、協会の包括保険（250万円）で対応できるか確認し、必要な機械名を挙げて手続きを進めることにした
防災支援協会が道路維持・除雪業務を受託する可能性に備え、道路維持専用口座を新設する検討を進めることにした
稼働費・管理費の取り扱い
災害時の稼働費・管理費の配分と単価算出方法について現状を踏まえた上で検討を継続し、次年度以降の精算・配分方針を作成することにした
防災PPP・上下水道関連委員会の設置準備
上下水道・下水道関連の防災PPP検討委員会を設置する方針とし、各支部から先行委員を出してもらう（12月31日までに1名）ことを依頼し、1月から4月にかけて工程を進めることにした
(株)山登さん・(株)藤博建設さんの2社は個別に先行メンバーとして依頼することを再確認した
ToDoリスト
青年部による企画書作成
 災害時の廃棄物処理フローチャートと最終処分を含む企画書を青年部で作成し、防災支援協会および行政に提出する（担当者: 前島青年部長、佐藤社長／期限: 期限未定）
災害協定の確認事項追加
 既存の災害協定に廃棄物処理の扱いを確認事項として追加する案を作成し、上位協議へ提出する（担当者: 宮原局長・石塚会長／期限: 期限未定）
除雪実技研修の準備・運営
 研修日程候補（2月末〜3月初の2〜3日）を確定し、会場（市民の森第一・第二駐車場等）の利用調整を行う（担当者: 前島青年部長・倉島委員長／期限: 1月末）
 受講者募集案内文と募集方法を作成して配布し受講生を募集する（担当者: 青年部／期限: 1月中）
 当日の機材（除雪車等）と運搬・貸出手配を行う（担当者: 佐藤社長、みすゞ工務店ほか／期限: 実施日の2週間前）
16t重機の名義変更・譲渡手続き
 菅平所在の16t重機について名義変更・譲渡可能性と5年ルールの確認を行い、必要手続きを進める（担当者: 倉島委員長・中村事務局／期限: 期限未定）
除雪機等の保険確認
 防災支援協会の250万円保険で協会所有の車両・機械貸出時の補償範囲に含められるかを保険会社に確認し、必要なら追加保険の手続きを行う（担当者: 中村事務局／期限: 期限未定）
 防災支援協会所有の貸出先名（(有)輝虹、(株)開道）を取りまとめ保険適用可否を確認する（担当者: 中村事務局／期限: 期限未定）
道路維持専用口座の検討
 道路維持・除雪業務を受託する場合に備え、防災支援協会の道路維持専用口座新設案を作成し、関係者へ提出する（担当者: 倉島委員長・石塚会長／期限: 期限未定）
稼働費・単価の精査
 現行の稼働費・管理費の配分・係数（80%→67%等）の計算根拠を整理し、年度単位の配分案を作成する（担当者: 倉島委員長・金森委員長・事務局／期限: 期限未定）
防災PPP委員会の先行委員選出
 各支部は先行委員（支部を代表する1名）を選出して12月末日までに報告する（担当者: 各支部長／期限: 2025-12-31）
 委員会の1月〜4月工程表案を作成し次回役員会へ提出する（担当者: 宮原局長／期限: 次回役員会）
年末年始の生産報告提出対応
 各支部は12月分の稼働・生産報告を取りまとめ、1月5日までに提出するよう周知し各支部の提出窓口を確定する（担当者: 中村事務局・各支部長／期限: 2025-01-05）
パトロール・報告会運営準備
 合同パトロールの班編成・昼食手配・資料（紙・データ）準備および情報共有システムの説明準備を行う（担当者: 金森委員長・中村事務局／期限: パトロール実施日まで）
委員会構成見直しの検討
 想定される業務（災害ごみ対応、上下水道PPP、除雪、稼働費精算等）に応じた委員会構成案を作成し次回役員会で協議する（担当者: 石塚会長・役員／期限: 次回役員会）
名簿・支部名統一の作成
 全支部の統一された口座名リストを作成し上田市へ提出する（担当者: 中村事務局・児玉代理／期限: 期限未定）
除雪機械修理見積り対応
 除雪関係の古い機械（グレーダー等）の修理見積りを取りまとめ、修理実施時期と費用負担を確定する（担当者: 石塚会長・関係業者／期限: 除雪期終了後）
議題別要約
12月役員定例会での青年部会の立ち上げと災害ごみ受け入れ体制について
青年部会の立ち上げ状況説明と今後の運営（リモート会議、親会への報告、重点は災害ごみの受け入れ体制構築）
青年部で防災支援（災害ごみ対応）を担える体制を作り、資源循環や宣伝部と連携して取り組みたいという要望
過去の災害時対応の課題（自治体のプロセス不足、処分や振り分けの混乱）を踏まえ早めの体制整備が必要という指摘
災害対応で上田の業者が処理できるよう災害協定に資源循環を含め、組合や協会の登録や連携が必要という議論
過去事例では現地の業者や自治センターが対応しており、規模が大きい場合は専門組織の連携が必要だったという経験共有
配布物や遅刻など運営上の細かな連絡（配ってない／遅れる等）
会合参加者への案内と進行（12月役員定例会の開始、金森さん遅刻の報告、青年部会長の発言順案内）

災害時の廃棄物・ゴミ等の処理体制と防災組織との連携について
防災支援協会などの公的な窓口を通じて資源循環（排泄物等）の処理フローを明確にし、誰がどの段階で動くかを見える化して交渉すべきと主張している。
災害時の集積・処理運営には責任者（チーフ）を立て、分別等の業務や予算を含めた計画が必要だと述べている。
現地での処理を行う業者や支援組織間で役割分担（ピラミッド）ができており、行政も動きを把握してチャーターなど調整している事例があると述べている。
防災支援協会を組織の中核に入れて活動フローチャートを整備し、統制の取れた情報共有と指揮系統を確立すべきだと提案している。
上下水道などのライフライン支援は上位からの指示で動くものと聞いているが、現場での状況は複雑で引き返す場合もあると述べている。
ゴミ処理については防災協定を活用して処分まで含めた対応を組み込むべきで、過去に山積みで処理した事例があると語っている。
過去の土砂・ヘドロ処理の経験から、現地での一次処理や天日乾燥など暫定処理を行ったが最終処分までの管理が問題だったと述べている。
若い世代に対して、最終処分まで含むフローチャートや計画書を作成させるべきであり、自らの反省を踏まえた教訓を伝えるべきだと述べている。

災害復旧時の廃棄物処理と災害協定の見直しについて
災害時に出るヘドロや廃棄物の扱いが不明瞭であり、行政と連携した明確な処理フローと企画書作成が必要である
災害復旧で出る廃棄物も含め、処分方法を明記した企画書を行政に提出して確認を取るべきである
災害協定を見直す際に上下水道や解体作業に関する処理方法も検討すべきである
文面を大きく変更するのではなく、廃棄物処理方法を「確認事項」として明確化しておく提案がある
災害復旧と処分の境界を明確にし、溜まった廃棄物は処分扱いとして企画書に明記すべきである
廃棄物処理の方法を確認事項として明確にし、何度も会議を開かない運用を目指すべきである
上下水道局の範囲や関与について明確にし、災害協定に組み込むかどうか判断する必要がある
水道組合と協調して対応する必要があり、関係者との連絡体制を維持するべきである
災害協定や人員に関する古い取り決めを見直し、組織内部の意識や仕組みを変えていく必要がある
青年部に除雪オペレーター要請や実践講習を依頼する検討と、公衆会の予算で除雪講習を実施したい意向がある

除雪実技研修の開催計画と会場・受講者・機材手配について
青年部主体で若手育成の除雪実技研修を2月末〜3月初に開催したいという提案と参加募集の依頼。
実技研修の候補会場として菅平観光スポーツ会館、市民の森、武石の観光会館、サニアパーク等を検討している。
研修日は雪の状況と天候を見て2〜3日の候補から1日を決め、悪天候時は代替対応を検討する。
使用機材として上田市の除雪車1台や丸子支部所有の除雪機を1日貸与してもらう調整をしている。
受講定員は昨年の14人（講習12人＋市職員2人）を基準に最大16人程度を想定している。
市民の森駐車場の第一・第二駐車場や周辺の広さと障害物の少なさから講習会場として適していると判断している。
一般来訪者の可能性を踏まえ、会場での交通整理や案内表示（講習中の看板設置）を実施する必要があると指摘されている。
場合によっては雪を運んで会場に確保することも検討されており、サニアパークは雪の確保先として有力視されている。
宣伝・広報部で実施計画や案内文を作成し、受講生募集や当日の運営準備を進める予定である。

16トン重機（除雪機・バケット）と運用・譲渡・保管に関する検討
16トン重機（フィルマー／ハイドマン）について写真やカラーを確認したいという要望があった
雪の有無で下部が出てくる可能性があり、土木担当（山浦）への相談が必要という指摘があった
現在の状態で防災用途として受け入れられているがバケットが無く、名義変更や使用先の調整、5年経過後の転売可否など運用・譲渡条件が問題になっている
144号線の開通やバイパス運用に伴い重機の配置や追加導入、県や市への割付け調整が必要で、開通時期は来年4月等の見込みが出ている
古い車両は信用払い下げの対象になり、現在の契約では対応できない可能性があるため追加車両導入や名義変更で対応する案が出ている
市民の森など置き場の候補があり、バケットは現状無く価格は約400万円で調査中という情報がある
車検や運搬に費用がかかるため車検を取らずに保管する案や、車検・トレーラー輸送の可否について議論があった
バケットを外して小型にして現場対応する案や、チェーン装着の提案など現場運用上の工夫が話題になった
関係者間で防災利用を前提に今年は貸与可能だが、来年以降の使用継続について早めに要望を出す必要があるという確認があった

上田市防災支援協会の除雪・道路維持業務と専用口座・契約形態について
除雪・道路維持業務を受託するために、上田市防災支援協会内で道路除雪専用の別口座を作る提案が出ている
協定書や契約書の名称を地域維持型に統一し、協会名義で業務を受ける方針が議論されている
一社で受ける形態（一般社団法人やJVの扱い）が問題視されており、複数形態（支部やJV）に分ける必要性が議論されている
過去の入札や業者の変遷、除雪業務の履歴（年数・出動回数）に関する報告がある
支部名や協定書の表記（左右岸の表記など）や銀行名義の取り扱いについて確認や議論がある
支部長や役職の変更があっても口座や名称を変更すれば継続利用できる旨の説明がなされている
年末の合同パトロールや今後の会合参加についての日程調整・確認が行われている

支部名の統一・顧客名簿フォーマット・銀行振込日程・パトロールと報告会の準備・現地視察・車両と動線調整
支部名を統一してパソコンで全支部の名前を作成し、市に送って確認してもらう依頼がある
顧客名簿にカッコが使用できないため入力時に弾かれる仕様があり、会計係が関与している話が出ている
5つの口座名を記載して承認を得る必要があり、契約検査のOKが出ないと振込ができず、1回目の振込みは1月末で遅くとも25日までに準備が必要という日程確認
三浦さんから資料が来ており、パトロールの箇所に関する情報がある
パトロールは4班編成で午前中に実施、午後に報告会と情報共有システム説明を行い、操作未経験者に重点的に説明する予定で資料やプロジェクター使用の可否を検討している
監督署の講話後に来賓（大臣）へ一言伝える内容を確認し、移動や送り迎えの手間を減らすためのルート調整を希望している
現地視察の動線と車両配置について複数の案が議論され、荷物や車の台数、寄り道先（霊園、小牧、市民会館など）を調整する必要がある
建築関連の現場や集合場所（丸子、武石等）について、どこを回るかや集合手順、現場での車両止めの問題など運用上の課題が挙がっている
出席者の人員調整に関する懸念があり、特定の担当者が不在だと対応が難しくなる可能性がある

現場対応と担当者・車両手配、監督・所長の出動調整について
現場対応のため監督署や所長、センムらの出動や車両手配をどうするか調整している。
出張先の集合場所（マルコなど）やどの班がどこへ行くかの振り分けで意見が分かれている。
監督官や署長の過去の現場対応でトラブルや厳しい対応があり、今回も改善命令などを懸念している。
市や発注者側の担当範囲や指示が問題になっており、誰が声掛けや指導をするか調整が必要とされている。
各担当者の出動可否や余裕の有無（内藤、大沢、金森等）について確認している。
工事現場やパトロールでの問題箇所（掲示板不備や音の問題）への対応が不十分で困っている。
現場での資材や車両事情、役職者の負担が重く忙しい状況にあると述べている。
現場ごとの配置（左岸・右岸など）や担当区分で混乱があり確認が必要である。

報告会・出席者対応、食事・領収、保険・除雪機械の対応、出動・パトロール等について
担当者からの現場連絡と出席に関する確認、安全対策の必要性
報告会の食事手配は駅前食堂で調整し、領収処理を含め人数で割る案
参加人数確認とお茶の手配（出席者29人、報告会でお茶を用意）
参加可否調整（社長や個人の都合で日程制約あり）
現場パトロールの実施と対象現場の確認（屋根宮建設、消防署など）
業務委託契約と保険支払い、集計事務説明会や提出期限の通知（12/15説明会、1/5提出）
防災支援協会への除雪機械・車両の名義変更と使用調整（グレーダー等）
個別保険の取り扱いについて不明点があり、車両保険と防災支援での掛け方の検討

除雪機・車両の保険適用範囲と負担（災害支援での貸出含む）
250万円の補償枠に機器や車両が含まれるか、災害支援協会所有の車両を路線貸出した場合の保険対応を確認する必要がある
自治体や使用者が車両保険を個別に掛けた方が良い場合があるため、誰が保険を負担するかを確認するべきだ
タイヤローダー等の機械の適用範囲（どの機械まで保険対象か）を明確にし、請求先の運用を確認する必要がある
除雪作業で車両が損傷した際、車両保険だけでは賄えず自己負担になるケースがあるため過去事例を踏まえて対策が必要だ
車両保険は掛けられても補償額が少なく実費負担が残ることがあるので、保険内容と金額を確認すること
持ち込み車両は痛みが早く、各社で所有して保険を掛けたいという要望がある
機械の洗浄や維持管理が大変で、使用後のメンテナンス負担が業者間で問題になっている
特定機材は市や県の所有物で貸出されるが、壊れた場合の保険適用や補償は自治体ごとに運用が異なる可能性があるため確認すること
過去に保険で年数減価があり、車両は自腹になるケースや業者と市の負担割合が問題になった事例がある
新車でも保険が掛かっていない機材がある可能性があるため、所有機材ごとの保険加入状況を確認すること

保険加入と稼働費・生産報告の扱いについて
車両や機材の保険加入について、市と支部で扱いが異なり、支部側で保険を掛ける場合の費用負担や担当者への確認を求めている。
防災支援で借りている車両については市側で車両を入れてほしいという意見が出ている。
短期間（例：4ヶ月や1日単位）で保険加入や費用按分が可能で、その期間のみ負担を分ける提案がある。
保険で修理費が出た事例や、支払いが分割されることで個人負担が発生し恨みがあるといった過去のトラブルが報告されている。
稼働時間の精算や加算について、宴会や除雪などの作業は稼働費で時間を追加申請することが行われているが運用に差がある。
月次の生産報告提出期限が前倒しされ、各支部での集計負担や正月休みの対応について懸念が出ている。
契約書の処理や担当者変更により手続きが遅延しており、担当者の対応に不満がある。
新旧の機械や備品の扱いに差があり、改善や費用負担の判断に慎重さが求められている。
支部間の連携や情報共有が不十分で、誤送や削除など事務的ミスから不満が生じている。

年末年始の勤務・支部提出・防災関係の経費と単価算出について
休み期間や出勤調整（5日または8日）と正月休み期間中の業務の回し方について議論している。
写真や路線数（複数路線）など現場運用の煩雑さと支部・センターでのチェック体制について説明している。
別費用の請求や役所側の作業負担は軽いと見込んでいる旨を述べている。
各支部からの資料提出フローと本部での取りまとめ・チェック担当の不明確さを指摘している。
提出物は市部→本庁へ段階的に上げられ、請求や防災支援の割合など早めに決定する必要があると述べている。
平日・休日・夜間などの区分に応じた稼働費や掛け率（1.2〜1.35など）について計算が必要だと説明している。
休日単価は既に決まっており、最初の提案時に休日単価まで含めて提示するべきだという指摘。
パトロールや直行経費など個別項目ごとの掛け率や計算方法（0.47、0.8、0.67など）を具体的に示して積算する必要があると述べている。
契約書に記載された各種比率や管理費などが最終単価に影響し、正確な算出には契約書確認と個別計算が必要であると述べている。
個別に一つずつ計算すると大変なので効率的な方法が望ましいと懸念している。

稼働費・管理費の配分と割合に関する検討
稼働費の計算方法変更（80%→67%）により防災支援の取り分が約7〜8%程度に減少する見込みで、合意の上で支部・本部・業者間で調整すべきという意見。
80%計算から67%に戻すと実際の取り分が目減りし、稼働費を増やさないと防災支援協会の取り分が非常に少なくなるとの試算・危惧。
管理費を少額でも設定（例：1%）して業務負担を補填したいが、現状では難しく具体的な割合は言いにくいという認識。
年間収入例として600万円や、1億円の7%だと700万円程度しか確保できないとの算出が示され、稼働費のみでの運営の厳しさが指摘された。
試算では車両費なども含めると取り分はさらに小さく、ここ数年で増えた稼働費分でも微々たる改善しか期待できないとの指摘。
今年の数字を見て来年以降の課題を検討すべきで、稼働日数の基準や紹介・連携の仕組みなど運用面の調整が必要という意見。
現在JL体制になり契約や見積もり負担が軽減された分、管理期などは待機や運用の柔軟性が出て楽になったとの見方。
市が示した80%の単価表を67%に修正する必要があり、該当資料の確認や手直し・掲載の調整を行いたいとの要望。
固定費は各支部に負担してもらう方向で整備しないと継続が困難であり、道路維持など契約形態の見直しも必要とする提案。

防災支援協会の委員会構成と地下空洞調査・水道下水道関連のPPP計画について
今後増える授業（案件）に合わせて委員会の見直しや負担配分を検討し、近々再度議論するよう呼びかけている。
1〜5番の案件をどの委員会で扱うか決める必要があり、現状で委員会ごとの負担は大きく異なると指摘している。
作業発生時の対応として作業対策委員会の負担が大きく、暮らし分野や宣言文の扱いも関係すると述べ、既に宣言文の3番を反映済みと報告している。
11月の推薦について各支部から1名を提出するよう再確認し、12月31日までの申請と1〜4月の委員会開催スケジュール案を示している。
上田市関係のコンサルやプラントメーカーをリストアップして3月委員会のフルスタッフを決め、4月に上田市と合同で正式発足させる意向を示し、国や省関係の要請もあると説明している。
空洞調査は今年度1月から正式発注される予定で、防災支援協会のメンバーで空洞調査を早めに開始したいと非公式に希望している。
他メーカーへの発注から空洞調査が進むが一部でブレーキがかかっており、局長らに対して協力を求め解決したいと述べ、1〜4月の工程案を次回役員会で提示するとしている。
今月中に各支部から先行委員1名の決定を求め、特定2社については個別に依頼する旨を再確認している。
災害関連を含めた防災PPPで課題を委員会へ提出し、特に水道・下水道事業関連の全国事案も含めて対応を進めたいとし、委員会での協議形式や代表の構成についても指示している。
課題設定や議題の提出を促し、各支部代表1名ずつで参加する体制（支部単位の代表）を基本とすることを確認している。
役所側の試算では水道関連のPPP規模は年間で大きく、10年契約では150〜200億円規模になる可能性があると示唆している。
水道・下水道に限定した議論だが、泥水管理や既存設備の劣化など技術的課題があると指摘している。

上下水道のPPPや業務電子化、機材修理・除雪、人員名簿・会議日程等の報告と確認
上下水道のPPPに関しては上水道を切り離す検討や委員会で下水と水道を分けて維持管理業務を分離する方針が示された
現在の委員会でPPPの管理業務を進め、4月までの大まかな工程表を次回役員会で示す予定であると説明された
業務の電子化推進事業に関して、来年3月に説明会（午前：発注者向け、午後：業者向け）を開催予定で参加呼びかけがあった
除雪関連の機材見積と修理計画について、チェーン取り付け費用や古いグレーダーの修理見積を受けて今期終了後に修理を行う予定と報告された
次回会議は1月第2週の14日で予定し、本会議は終了して昼食に移ることが告げられた
業務単価や夜間・昼間の単価区分について役所提示の金額を基に分割運用する案が示され、計算方法の課題がある場合は本部経費の負担も必要と指摘された
参加者名簿作成の提案があり、西川さんら2名の参加を想定して名簿を作る旨が確認された
VIVSやパトロール関連の資産や運用について言及があり、既存の仕組みを活用する意向が示された
会議中に提出物やオンライン対応（DX）についてのやり取りがあり、役所提出やパス調整などの手続きを相談する発言があった


次回の定例会議は1月1４日（水）１０：００～１２：００
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